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転倒に対する安定計算結果は次の通りです。（出典：「産業廃棄物処理施設設置変更許可申請書(最終

処分場)2/3」の「２．構造設計計算書」の「設計報告書４）計算結果 p2-17」） 
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千葉県廃棄物処理施設設置等審議会用資料（平成 29 年 3 月 3 日）に示した 5 ページの該当図は次の

通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

 

 

※水平震度 0.2 は、道路土工指針に示されるⅡ種地盤、軟弱な沖積地盤以外の地盤）の標準値を 

採用しました。 
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第Ⅲ埋立地の保有水の排水対策は次の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 施設設置で水平方向の排水については、①大口径の浸出水集排水管本管の敷設、③埋立地中段集排

水管の設置、⑥土堰堤埋立地側法尻集排水管の設置、⑦埋立地小段部の浸出水集排水管の設置、⑧埋

立地底面に全面透水層の設置により保有水が速やかに集排水できるよう計画しました。 

 また、維持管理で⑩埋立物の混合・敷き均し、⑪雨水排水(水切り)の促進を行い水平方向の排水を行う

計画です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

水平方向排
水

竪方向
排水

(施設設置での排水対策）
空気の循環スペースの確保、維持管理スペースの確保
竪方向の排水施設から集排水される浸出水を迅速に排水できる

②竪型集排水管の設置 埋立層内の保有水の竪方向の排水の促進 ○
③埋立地中段集排水管の設置 埋立層内の保有水の水平方向の排水の促進 ○
④層間排水(砂利)設備の設置 埋立層内の保有水の竪方向の排水の促進 ○
⑤貯留堰堤埋立地側(背面)の布団籠の敷設 貯留堰堤背面の保有水の竪方向の排水の促進 ○
⑥土堰堤埋立地側法尻集排水管の敷設 土堰堤内面の保有水の排水の促進 ○
⑦埋立地小段部の浸出水集排水管の敷設 埋立地小段部の保有水の排水の促進 ○
⑧埋立地底面に全面透水層の敷設 埋立地底面の保有水の排水の促進 ○
⑨竪型ガス抜き管周囲に砂利層を設置 埋立層内の保有水の竪方向の排水の促進 ○

(維持管理での排水対策)
⑩埋立物の混合・敷き均し 埋立層の均質化による排水の均等化 ○
⑪雨水排水（水切り）の促進 埋立時の雨水排水機能の確保 ○ ○

排水対策 内　　容

①大口径の浸出水集排水管本管の敷設 ○ ○

参考資料３ 
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(施設設置での排水対策)  

  

① 大口径の浸出水集排水管本管の敷設 
空気の流通や維持管理のためにφ1000 ㎜の口径にします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

② 竪型集排水管の設置 
埋立地内にφ400㎜の竪型集排水管を 4ケ所設置します。 

この竪型集排水管にはφ300 ㎜の埋立地中段集排水管幹線を接続するとともに埋立地底面に敷設

する浸出水集排水管の本管に接続します。 
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③ 埋立地中段集排水管の設置         

埋立の進展に伴い 4 層(10m)毎に魚の骨状にφ300 ㎜の幹線とφ150 ㎜を支線とする埋立地中段

集排水管を設置し、竪型集排水管に接続します。      
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④ 層間排水(砂利)設備の設置  
中段集排水管を敷設しない中間の埋立層に層間排水(砂利)設備を設置します。 

層間排水(砂利)設備は下層に存在する中段集排水の交点付近を目安に設置します。 

覆土層内50 ㎝の上部に、1m×1m×40 ㎝厚さの砂利層を設置します。 

交点がない場合は線上に 30mの間隔で敷設します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤ 貯留堰堤埋立地側(背面)の布団籠の敷設  

第Ⅲ-2 埋立地の埋立地貯留堰堤の埋立地側(背面)に 10m ピッチで、埋立の進展に合わせて布団

篭を積み重ねます。 
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⑥ 土堰堤埋立地側法尻集排水管の敷設  
各層の土堰堤法尻にφ200㎜の浸出水集排水管を敷設し、流末は近隣の竪型集排水管に接続しま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑦ 埋立地内小段部の浸出水集排水管の敷設  

埋立の進展に伴い埋立地内小段部に敷設している雨水集排水溝が役割を終えた後はφ200 ㎜の

浸出水集排水管及び砂利層を敷設します。 

埋立地中段集排水管又は竪型集排水管に接続します。 
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⑧ 埋立地底面に全面透水層の敷設  

埋立地の底面には 8層のしゃ水工を敷設します。 

しゃ水工の最上面に 50cm の川砂層を敷設し、しゃ水シートの保護層と全面透水層の役割を持たせ

ます。 
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⑨ 竪型ガス抜き管周囲に砂利層を設置  
ガス抜き管は概ね 2000m2 に 1 カ所(約 44m に 1カ所)の割合で設置します。 

φ300 ㎜のポリエチレン有孔管であり、周囲を 1200 ㎜×1200 ㎜の単粒度砕石で囲う構造です。 

立ち上げ部は浸出水集排水管に接続しており、単粒度砕石部分が浸出水の集排水の役割を果たし

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(維持管理での排水対策)  

  

⑩ 埋立物の混合・敷き均し  

埋立物は廃プラスチック類、ガラスくず及び陶磁器くず、汚泥で半分以上の重量を占めています。 

これら埋立物を混合・敷き均し、埋立層の透水性を確保します。 

  

⑪ 雨水排水（水切り）の促進  
埋立中に降水がある場合は、水はけがよくなるよう埋立層内での水切りを促進します。 

水はけの方向は中段集排水管の敷設ゾーンや層間排水(砂利)設備設置ゾーンとします。 
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まとめ  

埋立地内の保有水を速やかに排水するため、増設事業では以下の保有水排水対策概念断面図に示

す通り多くの集排水管等を設置します。 

竪方向にも、水平方向にも保有水が排水しやすい構造としています。 

この排水対策により、埋立地内の保有水の排水は促進され、水位面が形成されることは少なくな

ると考えます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

保有水排水対策概念断面図 

 

第Ⅱ埋立地における排水対策による効果の考察      

       

排水対策を実施した結果、埋立地内の保有水が排水されている効果が見られました。 

 

水収支による場内貯留量が少ないことの確認（降水量の約9割が浸出水として排水されていること）

            

 第Ⅱ埋立地は埋立当初から埋立地内に降った雨水の量と埋立地から集水した浸出水の水量の水収支を

行っています。その結果、埋立地内に降った雨水の量と浸出水の水量の差を埋立地の容積で除して埋立

地内貯留量比率を求めると約 10％で推移していることが分かりました。蒸発量を差し引くとさらにその値は

低くなると考えられます。このことは埋立地内に貯留される保有水が少なく、よく浸出水として集排水されて

いるものと判断しています。        

     

 以上から第Ⅱ埋立地内に保有水が貯留されることなく、浸出水集排水施設によって排水されていると判

断しています。第Ⅲ埋立地はさらに⑤貯留堰堤埋立地側(背面)の布団篭の設置、⑦埋立地内小段部の浸

出水集排水管の設置、⑧埋立地底面の全面透水層の敷設を行うことにより埋立地内の保有水の水平方

向及び竪方向の排水が促進されると考えます。 

  

  

資-20



 
 

　　　　＜遮水シートによる被覆完了後：3ヶ月＞

平成28年7月1日と平成29年3月31日の水位比較　（対象期間：9ヵ月間）

　　　　①№3代替①　 ・・・　△1.22m低下した

　　　　②№6　 ・・・　△1.35m低下した

　　　　③№9 ・・・　△1.47m低下した

　　　　④№12代替　 ・・・　△0.09m低下した

平成28年12月31日と平成29年3月31日の水位比較　（遮水シートによる被覆完了後：3ヶ月間）

　　　　①№3代替①　 ・・・　△0.78m低下した

　　　　②№6　 ・・・　△1.30m低下した

　　　　③№9 ・・・　△1.11m低下した

　　　　④№12代替　 ・・・　△0.17m低下した

→被覆後、3ヶ月経過観察をしているが、低下傾向を示している。継続して経過観察を行っていく

＜遮水シートによる被覆の実施について＞

平成28年6月30日現在 遮水シートによる天端20,000㎡、法面11,000㎡の被覆作業完了（被覆面積累計：31,000㎡）

平成28年12月末 法面22,000㎡の被覆作業完了

全被覆作業完了（被覆面積累計：53,000㎡）

平成29年2月2日 強風（最大瞬間風速18.0m/s）により遮水シート3,000㎡が剥がれた

平成29年2月17日 強風（最大瞬間風速20.0m/s）により遮水シート6,000㎡が剥がれた（剥がれた面積の累計9,000㎡）

平成29年2月21日 強風（最大瞬間風速24.0m/s）により遮水シート21,000㎡が剥がれた（剥がれた面積の累計30,000㎡）

平成29年3月31日 剥がれたシート20,000㎡の補修完了

遮水シートで被覆されていない面積10,000㎡　→　順次補修を行っていく予定
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保有水の水位変化

降雨量(mm) No.3代替①(m) No.6(m) No.9(m) No.12代替(m)

m ㎜
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1/2 1/9 1/16 1/23 1/30 2/6 2/13 2/20 2/27 3/6 3/13 3/20 3/27

 

 

 

第Ⅰ埋立地の保有水の水位変動状況を以下に示します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

参考資料４ 保有水の水位変動状況 
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予測地点１      

予測定点は国道465 号線から林道戸面蔵玉線に入った場所であり、林道戸面蔵玉線沿線には民家は

ありません。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予測定点２，３      

予測地点２は福野地区の集落を通る君津市道です。 

予測地点３は石塚地区の集落を通る市原市道85号線です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

参考資料５ 窒素酸化物及び浮遊粒子状物質の影響の予測地点の周辺状況 
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予測地点４      

予測地点は主要地方道大多喜君津線（県道 32号線）から分岐する菅野地区の集落沿いの市原市道

85号線です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予測地点５，６      

予測地点５は国道465号線から分岐する林道坂畑線であり、沿線には民家は少ない。 

予測地点６は国道465号線沿いの林道坂畑線に分岐する手前であり、沿線には民家は少ない。 
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出典：生活環境影響調査「8－5 騒音」の表８－５．９に掲載 

  

参考資料６ 建設機械の稼働状況 
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「土地改良事業計画設計基準 設計「ダム」 技術書[フィルダム編]p.Ⅱ-129 で示す「耐震設計の考え方

の流れ」に沿ってフィルダムの耐震設計の考え方を示します。結果は震度法に基づく安全性の確認をする

考えとしました。          

    

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凡例  

          第Ⅲ期増設事業における土堰堤の耐震設計の考え方の流れ 

  

耐震設計の考え方の流れ 

(出典)土地改良事業計画設計基準設計「ダム」技術書「フィルダム編」pⅡ-128 

  

参考資料７ 

 
 

検討項目①基礎又は堤体材料に液状化の懸念があるか 

・対象層は沖積層ではなく、地盤は洪積層、土堰堤・覆土は現地発生土、廃棄物であり、液状化の懸念は

ありません。 

⇒（no） 

 

検討項目②震度法に基づく安全性の検討 

（特に堤体の高いダムか） 

・本事業の土堰堤は遮水シートを連続して敷設するため、土地改良設計基準のダムタイプでは表面遮水壁

型フィルダムに相当するものと考えられます。同タイプの代表的な事例として 75.5m のダムが紹介されてい

ます。 

・廃棄物埋立地では国内に広島市 104m(410 万 m3）、名古屋市愛岐 90m(577 万 m3）、金沢市戸室新保

70m（394.6 万 m3）、神戸市布施畑 70m（102 万 m3）、京都市東部 68m（450 万 m3）、福岡市伏谷 67m(350

万 m3)があります。 

・ヒアリング及び資料収集の結果では震度法に基づく安全性の検討が行われています。 

 以上のことから、特に高いダムではないと判断しました。 

⇒(no) 

 

（特殊材料(堤体あるいは基礎地盤）、特殊断面形状、特殊地山形状を有するダムか） 

・堤体あるいは基礎地盤は房総半島に広くみられる洪積層地盤であり特殊材料ではないと判断します。 

・廃棄物埋立地の土堰堤で一般的に用いられる断面形状であり特殊断面形状ではないと判断しました。 

・立地する場所は上総丘陵地で普通にみられる地山形状であり、特殊地山形状ではないと判断しました。 

⇒(no) 

 

 以上の基本的な考え方に基づき第Ⅲ期増設事業で計画する埋立法面の安定性を解析するための土堰

堤の耐震設計の考え方は、震度法に基づく安全性の検討でよいと判断しました。具体的には全都清設計

要領に基づく検討ケースでの土堰堤の安定性を検討し、安定計算で所要の安全率を確保しています。 

 

 なお、土地改良事業計画設計基準設計「ダム」技術書「フィルダム編」pⅡ-128 では、フィルダムの耐震設

計に震度法を適用することには、問題点が指摘されているが、震度法で設計されたダムに壊滅的な被害が

発生したことはなく、耐震設計法としての役割を果たしているとの見方も一方で定着されていると記載され

ています。 
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